
公 告

大隅河川国道事務所管内（直轄道路管理区間）における

災害時等応急対策業務に関する基本協定の締結

次のとおり公告します。

令和４年２月３日

国土交通省九州地方整備局

大隅河川国道事務所長 岩男 忠明

１．基本協定の概要等

（１）基本協定の目的

本協定は、大隅河川国道事務所が管理する直轄道路管理区間において発生した災害もしくは災

害の発生が予測される場合、緊急的に道路の巡視又は応急対策工事等を実施することを想定し、

あらかじめ実施業者を定め、被害施設の早期発見、応急復旧及び災害の拡大防止に資するととも

に、応急対策（道路巡視･応急対策工事等）に関し、これに必要な組織及び建設資機材、労力等

（以下「建設資機材等」という。）の確保及びその対応方法を定め、もって、災害の拡大防止と

施設被害の早期復旧に期することを目的とする。

また、「九州地方整備局防災業務計画」に基づき災害対策本部長、応援対策本部長もしくは、

災害等支援対策本部長（九州地方整備局長）から出動命令があった場合は、大隅河川国道事務所

の直轄管理区間外（他の直轄事務所、他の地方整備局、地方自治体）においても同様とする。

なお、本協定の協定書は別紙－１のとおりとする。

（２）基本協定区間

基本協定締結区間は直轄道路管理区間とし別図－１のとおりとする。また、大隅河川国道事務

所が管理するその他の施設（別図－２）に関して、応急対策を要する災害についても対象とし、

基本協定を締結するものとする。

（３）協定期間 令和４年４月１日 ～ 令和５年３月３１日

（４） 本協定締結業者の選定については、災害時等における応急復旧工事又は対策工事を実施する際の

工事実施体制、保有技術者、工事の施工実績等に関する技術資料及び、資機材保有状況を総合的に

評価して協定締結業者（鹿屋国道維持出張所管内のうち、①国道２２０号１０社程度、②東九州自

動車道１０社程度、垂水国道維持出張所管内の③国道２２０号及び国道２２４号１０社程度）を選

定する。

（５） 基本協定締結後、災害等が発生し緊急的に工事を実施する場合は、当該協定締結業者の中から、

前項（４）の評価及び、地理的条件等（作業所等への距離）、実施可能工種により、評価の高い順

に契約締結業者を決定し、速やかに工事請負契約を締結する。工事の実施に当たっては、関係法令

等を遵守するものとする。

但し、基本協定を締結した場合でも災害の発生がなかった場合等は、実際の工事を行わないこと

になることを付記する。



２．参加資格要件

（１） 予算決算及び会計令(昭和２２年勅令第１６５号)(以下「予決令」という。)第７０条及び第７１

条の規定に該当しない者であること。

（２）九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和３・４年度一般土木工事に係る（Ｃ～Ｄ）

等級、又は維持修繕工事の一般競争（指名競争）参加資格の申請を行っていること。

九州地方整備局（港湾空港関係を除く）における令和３・４年度一般土木工事に係る（Ｃ～Ｄ）

等級、又は維持修繕工事の一般競争（指名競争）参加資格の認定を令和４年４月１日時点において

受けていること。（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがな

されている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなさ

れている者については、手続開始の決定後、当該地方整備局長が別に定める手続に基づく一般競争

参加資格の再認定を受けていること。）。

なお、認定されていない場合は、当該協定に参加する資格を有しない者の応募に該当し、応募を

無効とする。

（３）緊急業務に対応した体制の確保として、災害時に自社において３名以上の一・二級土木施工管理

技士の確保ができること。

（４）希望する基本協定締結区間については、本店又は支店営業所等の所在地から希望する対象区間に

概ね６０分以内で到達できること。また、本店又は支店営業所等の所在地が大隅河川国道事務所管

内の市町村にあること。（表－３のとおりとする）

なお、大隅河川国道事務所管内に本店の所在がなく支店営業所等の所在がある場合は、常駐して

いる 1名以上の技術者（自社）の氏名・資格（一・二級土木施工管理技士有すること）・常駐の

証明（様式自由）を提出すれば、参加資格を満たすと判断する。また、常駐とは大隅河川国道事務

所管内の市町村（表－３）に住居があり、大隅国道事務所管内の支店営業所等に勤務していること。

（表－３） 各出張所管内における該当本店又は支店営業所等所在地

出張所管内 対象区間名 協定締結業者数 本店又は支店営業所等の所在地

鹿屋国道維持 ①国道２２０号 １０社程度 志布志市、鹿屋市、垂水市、曽於市、肝付町、

出張所管内 ②東九州自動車道 １０社程度 東串良町、大崎町、南大隅町、錦江町

垂水国道維持 ③国道２２０号 １０社程度 垂水市、鹿児島市の桜島島内、鹿屋市

出張所管内 国道２２４号

※各応募対象区間は、別図－１のとおりとする。

各応募対象区間の応募者に偏りが多い場合は、会社の所在地を勘案し調整を行う場合がある。

（５）経常建設共同企業体にあっては、九州地方整備局(港湾空港関係を除く。） における維持修繕工事

又は一般土木工事に係る（Ｃ、Ｄ）等級の有資格業者（令和元年度現在のランクが（Ｃ、Ｄ）ランク

であれば可）の認定を現在まで継続して受けていること及び令和５年３月３１日まで経常建設共同企

業体の解散をしないこと。

なお、経常建設共同企業体が現在まで継続しているとは、経常建設共同企業体の各構成員について

も変更がないことをいう。

また、経常建設共同企業体とその構成員単体での重複参加は認めない。

（６）協定締結参加資格確認申請書(以下「申請書」という。)及び技術資料の提出期限の日から締結業

者決定の時までの期間に、九州地方整備局長から工事請負契約に係る指名停止等の措置要領(昭和５

９年３月２９日付け建設省厚第９１号)に基づく指名停止を受けていないこと。



（７）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者、又はこれに準ずるものとして、国

土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

（８）災害協定に基づき災害協定業者との工事請負契約を取り交わす時点において、災害協定業者は

法定外労働災害補償制度に加入していることを条件とする。

この際、当該法定外労働災害補償制度は、元請・下請を問わず補償できる保険であること。

なお、法定外労働災害補償制度には工事現場単位で随時加入する方式と、直前１年間の完成工事

高により掛金を算出し、保険期間内の工事を保険対象とする方式があり、工事請負契約の条件とな

る保険は、いずれの方式であっても差し支えないものとする。

３．本基本協定に関する手続等

（１）担当部局

〒８９３－１２０７ 鹿児島県肝属郡肝付町新富１０１３－１（電話 ０９９４－６５－２９９７）

国土交通省九州地方整備局 大隅河川国道事務所

担当 ： 道路管理課長 （内線４３１）

管 理 係 長 （内線４３２）

（２）技術資料等説明書の交付期間、場所及び方法

① 交付期間：令和４年２月３日（木）から令和４年２月２５日（金）までの土曜日、日曜日及び

祝日を除く毎日、９時３０分から１７時００分まで。

② 交付場所：〒８９３－１２０７ 鹿児島県肝属郡肝付町新富１０１３ー１

国土交通省九州地方整備局 大隅河川国道事務所 道路管理課

③ 交付方法：大隅河川国道事務所ホームページ（記者発表）に掲載する。

（３）協定締結参加資格確認申請書及び技術資料等提出期間、場所及び方法

① 提出期間：令和４年２月３日（木）から令和４年２月２５日（金）までの土曜日、日曜日及び

祝日を除く毎日、９時３０分から１７時００分まで。

② 提出場所：上記３．（２）②に同じ

③ 提出方法：持参又は郵送等（郵送は書留郵便に限る。託送は書留郵便と同等のものに限る。提

出期間内に必着。）により提出する。

４．その他

（１）技術資料の作成要領、基本協定締結業者の評価及び決定方法等の詳細については、「技術資料等説

明書」による。



大隅河川国道事務所管内(直轄道路管理区間)における

災害時等応急対策業務に関する基本協定

＜道路事業＞

国土交通省九州地方整備局大隅河川国道事務所長 岩男 忠明（以下「甲」とい

う）と、 （以下「乙」とい

う）とは、災害時等における応急対策業務の実施に関し、次のとおり協定する。

（目的）

第１条 本協定は、甲が管理する直轄管理区間（道路）及びその他の施設に係る業務

の実施区間（以下、「直轄管理区間（道路）等」という。）において発生した

災害もしくは災害の発生が予測される場合、緊急的に道路の巡視又は応急対策

工事等を実施することを想定し、あらかじめ実施業者を定め、被害施設の早期発

見、応急復旧及び災害の拡大防止に資するとともに、応急対策（道路巡視･応急

対策工事等）に関し、これに必要な組織及び建設資機材、労力等（以下「建設

資機材等」という。）の確保及びその対応方法を定め、もって、災害の拡大防

止と施設被害の早期復旧に期することを目的とする。

２．「九州地方整備局防災業務計画」に基づき災害対策本部長、応援対策本部長

もしくは、災害等支援本部長（九州地方整備局長）から出動命令があった場合

は、大隅河川国道事務所の直轄管理区間外（他の直轄事務所、他の地方整備局、

地方自治体）においても同様とする。

（業務の内容）

第２条 甲は、直轄管理区間（道路）等で災害等が発生もしくは、災害の発生が予測さ

れ、必要と認めるときには、災害状況に応じて乙に出動を要請することができ

るものとする。

２．乙は、前項の要請があった時は、速やかに体制を整え、被害状況を把握し、

甲の指示により当該災害等の応急対策業務を実施するものとする。

３．乙は、第1項の規定にかかわらず、直轄管理区間（道路）で震度６弱以上の

地震が発生した場合は、自動的に担当区間へ出動し、道路巡視（道路啓開）・

並びに応急対策工事（路面段差の擦り付け等の軽微な道路啓開作業に限る）等

を実施するとともに、速やかに甲へ状況報告を行うものとする。なお、沿岸部

においては、津波に関する注意報・警報が発表された場合は、解除後に実施す

るものとする。

４．乙は、これらの業務に適切に対応が出来るよう気象庁、河川情報センター、

日本道路交通情報センター等を通じて、防災情報、河川水位、道路状況等の的

確な情報収集に努めるものとする。

（業務の実施区間）

第３条 業務の実施区間は、甲が管理する直轄管理区間（道路）とし別図ー１のとおり

とする。また、大隅河川国道事務所が管理するその他の施設に係る業務の実施

区間は、別図ー２のとおりとする。

２．第１条第２項に該当する区間。

株式会社 ○○○ 代表取締役 ○○ ○○

（出動の要請）

第４条 甲は、乙に対し第３条の業務実施区間の具体的な災害等の状況に応じ応急対

策業務のための出動を書面又は、電話等の方法により要請するものとする。

２．乙は、前項に規定に関わらず、第２条第３項に該当する場合は、通信途絶の

可能性もあることから、出動の要請を待たず、担当区間へ自動的にするものと

する。

３．乙は、前項の出動要請の連絡を受ける者を、あらかじめ書面により甲に報告

するものとする。

（契約の締結）

第５条 甲の出動要請があった場合、または、第４条第２項による場合は、甲と乙は

速やかに工事請負契約を締結するものとする。

（業務の実施）

第６条 業務の直接の指示は、大隅河川国道事務所所属職員等のうち甲が指定する者

（以下、「指示者」という。）が行うものとし、乙はその指示に従うものとす

る。

２．乙は、第４条に基づく出動要請があった場合は、直ちに出動し、指示者の指

示のもと、応急対策の業務を実施するものとする。

（広域要請）

第７条 甲は大規模な災害が発生した場合は、第３条の工事の実施区間にとらわれる

ことなく出動を要請することができるものとする。

２．乙は、前項の要請があったときは、道路・河川・砂防等を問わず、甲の指示

により当該災害の応急対策業務を実施するものとする。

（有効期限）

第８条 この協定の有効期限は、令和４年４月１日から令和５年３月３１日までとす

る。

（協議）

第９条 この協定に定めのない事項または、疑義を生じた事項については、その都度

甲、乙協議して定めるものとする。

（雑則）

第１０条 この協定の証しとして、本書２通を作成し甲、乙記名押印のうえ各自１通

保有する。

令和４年 月 日

甲 住所 鹿児島県○○市○○○○

氏名 国土交通省九州地方整備局

大隅河川国道事務所長 岩男 忠明

乙 住所

氏名

鹿児島県○○市○○○○

株式会社 ○○○

代表取締役 ○○ ○○

別紙－１



基本協定締結区間 別図‐１

大隅河川国道事務所：道路関係



別図‐２
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